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シンポジウム：「高齢者医療と在宅ケアのこれから」

認知症患者の在宅支援－ICTをいかに応用するか－
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要 旨 超高齢化とともに認知症患者が激増している本邦では，ICT（Information and 
Communication Technorogy：情報通信技術）の活用による通院負担の軽減，介護負

担の軽減が強く望まれている．また，地域格差が拡大し，地域における医療の崩壊が懸念される
昨今，遠隔医療の充実の必要性が認識されつつある．診療報酬改定においても，遠隔医療に対す
る診療報酬が手厚くなるなど，国を挙げてICTの活用による新しい医療の推進が望まれている．
　また，その一方で，ICTは生活支援にもうまく役立てていく必要がある．日常的に高度に発達
した電化製品を使いこなす必要がある現代人の生活では，ICTは欠かせないものになっているが，
高齢者や認知症患者では，必ずしもうまく使いこなせるとは限らない点が問題である．とくに
everyday technology（ET）といわれる家電製品の利用が，認知症患者にとって困難になってき
ていることは注目に値すべきと思われる．IoT（モノのインターネット）などの進化により，こ
の傾向はますます強まると考える．産業界は，自社の製品開発に余念がなく，統一規格が出ない
のも問題である．
　著者らは，認知症患者のETの利用について介護者に対してアンケート調査を行ったが，認知
症になると，とくに料理に関する家電製品は操作方法が複雑であり，十分に使いこなすことがで
きなくなることがわかった．また，使い慣れた家電製品を新規に買い替える時に，認知症患者が
使えるようなインターフェースを選ばなければならないなど，特段の配慮が必要であることも明
らかになった．新しい時代の在宅での高齢者・認知症患者支援においては，産官学連携で，認知
症患者の使いやすい家電製品の開発の研究を推進していくことが重要と考える．
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はじめに

　現在のわが国の高齢化率は28.1%に達し，2036年
には３人に１人が65歳以上の高齢者となる社会が到
来すると推計されている．このように，超高齢化が
世界に先駆けて進行しているわが国で，昨今問題に

なっているのが，認知症である．厚生労働省の推計
では，2012年には認知症患者数が462万人であった
ものが，2025年には約700万人になると見込まれて
おり１），その罹患者は急増している．認知症患者の
急増の背景には，寿命の延伸がある．高齢になれば
なるほど，認知症の罹患率は上がり，とくに，その
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割合は女性に多い．がんや生活習慣病に対する医療
が発展してきた現在，誰もが罹患する可能性のある
認知症に対する対策が急務となっている．
　また，その人らしい暮らしを支えるために，本人
や家族の希望のある限り，できる限り在宅で療養す
ることをサポートするというのが望ましいと考えら
れている．しかしながら，高齢者二人の世帯の増加，
単身世帯の増加により，介護のためのマンパワー不
足は大きな問題となっている．このような社会情勢
の中，ICT（information and communication tech-
nology : 情報通信技術)やAI（artificial intelligence 
: 人工知能）を活用することで，人手不足に対する
活路を見いだそうとする試みがなされてきている．
本稿では，前半でICTの活用について述べ，次に，
家庭内でのテクノロジー使用についての問題点を後
半で挙げたいと思う．

医療・介護領域におけるICTの利用

　2018年，診療報酬の改定があり，オンライン診療
の評価が新設された．これは，医師不足のために生
じる地方における医療の格差を是正するために遠隔
医療を推進することを目的としたものである．対面
診療と同等レベルの診療報酬増により，普及への
ハードルが下がったといえる．オンライン診療は，
医療へのアクセシビリティを向上させ，患者–医師
間の双方向コミュニケーションにより，全国どこに
いても医療にかかることを実現する一歩となり得
る．昨今の通信技術の発達が，遠隔医療推進を後押
ししている．これにより，過疎地での遠隔医療など
への活用の地盤が整ってきたといえる．実際に，大
学と通信企業が共同で遠隔医療技術の開発を行って
いる例もある．外科的処置の際の患部の接写カメラ
やMRIなどの画像を同時に伝送しながら，大学病院
の医師が遠隔診療を行うなどの事例も報告されてい
るほか，独自に開発したアプリで救急現場との連携
を行うなどの事例もある．交通事故の現場にドロー
ンを飛ばすことで，救急搬送の際の情報をいち早く
入手するなどの試みも行われている．このように，
医療面においても，在宅診療や画像診断，病理診断，
救急の現場においてICTが活用されることで，医療
の地域格差を埋めることが期待されている．
　一方，介護面では，介護ロボットなどの導入も始
まっている．介護ロボットには，従来介護士が行っ
ていた移乗，入浴，排泄などを支援する介護支援型

ロボット，歩行・リハビリ・食事などを支援する自
立支援型ロボット，癒やし・見守りが目的のコミュ
ニケーション・セキュリティロボットなどがある．
コミュニケーション・セキュリティロボットは，
AIを用いることで，患者に個別に対応することが
可能になるなど，簡単な会話やリハビリなどの支援
を行うことが期待されており，独居高齢者の見守り
などにも活用される可能性がある．
　また，遠隔医療のみならず，在宅におけるICTを
利用したテレビ電話によるケアなども普及するかも
しれない．高齢者の単身世帯が増えている現在，在
宅における生活を支援しているのは，訪問介護や訪
問看護などの仕組みである．しかしながら，日本看
護協会の調査では，施設種別の看護師求人倍率で最
も高いのが訪問看護ステーションであり，3.78倍に
も上るという２）．このように，在宅の生活を支える
はずの訪問看護師が最も不足している．訪問看護で
は，夜間や緊急時の訪問の必要性も高いため，在宅
での患者と看護師を直接テレビ電話等で結ぶこと
が，業務の効率性や患者の安心感を高めることにつ
ながり，看護師の負担も軽減できるのではないかと
考える．筆者らは，在宅糖尿病患者へのテレビ電話
における生活指導についての研究を行ったが，実際
の生活をテレビ電話で確認しながらの指導は効果的
であり，検査データの改善にもつながった３）．しか
しながら，現在の高齢者自身がテレビ電話を使いこ
なすことは困難であり，介護者の手助けが必要であ
る．将来的に，非常に簡便なテレビ電話システムが
開発されれば，ケアにおけるICT化も一気に普及す
るのではないかと考える．

Everyday technologyに潜む問題点

　認知症に罹患すると，近時記憶障害以外にも，実
行機能障害や見当識障害，理解・判断力の障害など
が 出 現 す る た め， 日 常 生 活 活 動（Activities of 
Daily Living : ADL）とくに，手段的日常生活活動

（Instrumental Activities of Daily Living : IADL）
が低下する．IADL は，個人が社会的環境に適応す
るための活動能力を反映し,また地域で自立した生
活を送るため必要な活動能力を指す．IADLには，
買い物や家事，料理などの日常生活動作が含まれる
ため，IADLの低下により，自立した生活を送るこ
とが困難になる．しかしながら，これまで用いられ
てきたIADLの評価指標であるLawtonの尺度は，
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1969年に開発されたものであり４），家電製品の種類
が多く，複雑化している現在の生活には即していな
い面がある．そこで，認知症患者の電化製品を使用
する能力に特化したアンケート調査を実施し，認知
機能の低下によりどのような家電製品が使いにくく

なるのかを検討した５）．
　研究は，京都大学医学部附属病院の物忘れ外来に
通院する認知症患者46例の介護者を対象として行っ
た．患者をミニメンタルステート検査（Mini-Mental 
State Examination : MMSE）が21点以上である軽

（　　 ）

独力で使いこなせる

手助けがあれば多少の機能は使える

自ら多少の機能は使える

全く使えない

図１　電化製品を使用する能力についてのアンケート結果
MCI：軽度認知障害（認知症の前段階で記憶障害が出現している状態）
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度認知症群（以下，軽度と記す）とMMSEが０–20
点である中等度・重度認知症群（以下，中等度・重
度と記す）の２群に分けて，独自に作成した「電化
製品を使用する能力についてのアンケート」により，
それぞれの項目に関して電化製品の使用能力を検討

した．このアンケートでは，通信（固定電話，携帯
電話），調理（ガスレンジ，電子レンジ，トースター，
炊飯器，電気ポット），環境（エアコン，電灯），衛
生（洗濯機，電気掃除機），娯楽（テレビ）などの
項目について，「独力で使いこなせる」「自ら多少の

独力で使いこなせる

手助けがあれば多少の機能は使える

自ら多少の機能は使える

全く使えない

図２　電化製品を使用する能力についてのアンケート結果
MCI：軽度認知障害（認知症の前段階で記憶障害が出現している状態）
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機能は使える」「手助けがあれば多少の機能は使え
る」「全く使えない」の４段階で評価をした．
　その結果を図１,２に示す５）．図１に示すように，
軽度の認知症患者で，すでに，電子レンジなどの利
用は障害されていることがわかる．軽度と比較して
中等度・重度で使用能力が低かったものは，電話（固
定電話・携帯電話）・電子レンジ・ガスレンジ・炊
飯器などの調理器具を使用する能力であるといえ
る．これらの製品の使用が困難になる背景には，電
化製品の高性能化・高機能化があると考えられる．
一方，中等度・重度であっても使用能力が比較的高
く保たれているものは電灯・電気ポットを使用する
能力であった．この結果より，作業行程が多いもの
や複雑な操作を要するものほど使用が困難になると
考えられる．

ま と め

　急速にICTが進化している現在において，診療報
酬の改定などに後押しされる形で，医療・介護の分
野でもICTを推進していく機運が出てきている．そ
の一方で，在宅においては，とくに独居高齢者や老
老介護世帯などを中心に，高度な先端技術の導入は
かえって混乱を招く元となる可能性がある．現代の
生活が電化製品の使用に大きく依存していることか
ら考えると，認知機能が低下して，家電製品を使う
ことが困難になると，QOLが低下することが懸念
される．今後は，認知症患者の自立や介護者の負担
軽減のために，認知機能が低下した患者にとって使

用しやすいユーザーフレンドリーな電化製品のイン
ターフェースに関する研究が求められる．

〈本論文は第72回国立病院総合医学会シンポジウム「高
齢者医療と在宅ケアのこれから」において「認知症患
者の在宅支援：ICTをいかに応用するか」として発表し
た内容に加筆したものである．〉
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